
　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 IV－１－１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 140,041 141,991

一般 都道府県労働局 127,191 209,138

労働保険特別会計雇用勘定 Ⅳ－２－１ ＜ 14,701,259 ＞ の内数 ＜ 18,240,906 ＞ の内数

267,232 351,129

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 14,701,259 ＞ の内数 ＜ 18,240,906 ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

267,232 351,129

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 16,364,846 ＞ の内数 ＜ 20,148,738 ＞ の内数

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費

男女均等雇用対策費

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

労働保険特別会計雇用勘定
独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運
営費交付金に必要な経費

Ⅳ－２－１、Ⅳ－３－１、
Ⅳ－３－２、Ⅳ－４－１、
Ⅴ－１－１、Ⅴ－２－１、
Ⅴ－３－１、Ⅴ－４－１、
Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－１－2、Ⅵ－１－3、Ⅵ
－２－１、Ⅵ－２－２、Ⅵ
－３－１

小　計

一般会計

特別会計

男女労働者の均等な雇用環境等の整備に
必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整備に
必要な経費

一般会計

小　計

特別会計

男女労働者の均等な雇用環境等の整備に
必要な経費

政策評価調書（個別票）

女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、ハラスメント対策、
仕事と家庭の両立支援等を推進すること

－ 政策目標の達成度合い モニタリングにより評価未実施
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額



　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ－２－１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計 雇用勘定 Ⅳ－１－１ ＜ 14,701,259 ＞ の内数 ＜ 18,240,906 ＞ の内数

労働保険特別会計 雇用勘定 Ⅴ－３－１ ＜ 202,888,297 ＞ の内数 ＜ 191,016,047 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 217,589,556 ＞ の内数 ＜ 209,256,953 ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 219,253,143 ＞ の内数 ＜ 211,164,785 ＞ の内数

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費

高齢者等雇用安定・促進費

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

労働保険特別会計 雇用勘定
独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究
・研修機構運営費交付金に必要な経費

Ⅳ－１－１、Ⅳ－３－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－１－2、
Ⅵ－１－3、Ⅵ－２－１、
Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

小　計

一般会計

特別会計

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経
費

一般会計

小　計

特別会計

男女労働者の均等な雇用環境等の整備に
必要な経費

政策評価調書（個別票）

非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び待遇
の改善を図ること

－ 政策目標の達成度合い モニタリングにより評価未実施
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額



　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ－3－１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計 労災勘定 Ⅰ-１-２ ＜ 10,683,952 ＞ の内数 < 10,754,956 > の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 10,683,952 ＞ の内数 ＜ 10,754,956 ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 12,347,539 ＞ の内数 ＜ 12,662,788 ＞ の内数

政策評価の対象と
なっているもの

仕事生活調和推進費

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

労働保険特別会計 雇用勘定
独立行政法人労働政策研究
・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究
・研修機構運営費交付金に必要な経費

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－１、Ⅳ－３－
２、Ⅳ－４－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、
Ⅴ－４－１、Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－
１、Ⅵ－１－2、Ⅵ－１－3、Ⅵ－２
－１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

小　計

一般会計

特別会計

一般会計

小　計

特別会計

仕事と生活の調和の推進に必要な経費

政策評価調書（個別票）

長時間労働の抑制等によるワーク・ライフ・バランスの実現等の働き方改革を着実に
実行するとともに、テレワークの定着や多様で柔軟な働き方がしやすい環境整備を図
ること

― 政策目標の達成度合い モニタリングにより評価未実施
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額



　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 IV－３－２

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計 労災勘定 1,480,385 1,443,457

労働保険特別会計 雇用勘定 5,866,045 5,953,104

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

7,346,430 7,396,561

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 労災勘定
Ⅲ-２-１、Ⅲ-３-１、Ⅲ
-３-２

＜ 126,050 ＞ の内数 ＜ 144,582 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,789,637 ＞ の内数 ＜ 2,052,414 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

7,346,430 7,396,561

＜ 1,789,637 ＞ の内数 ＜ 2,052,414 ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

1,907,832 ＞
政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構
運営費交付金に必要な経費

一般会計

特別会計

の内数

小　計

一般会計

特別会計

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－１、Ⅳ－
３－１、Ⅳ－４－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－２－１、Ⅴ－３－１、
Ⅴ－４－１、Ⅴ－５－１、Ⅵ－
１－１、Ⅵ－１－2、Ⅵ－１－
3、Ⅵ－２－１、Ⅵ－２－２、Ⅵ

－３－１

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜労働保険特別 雇用勘定
独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費交付金に必要な経費

政策評価の対象と
なっているもの

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要な経
費

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要な経
費

小　計

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

― 政策目標の達成度合い モニタリングにより評価未実施
（千円）



　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ－４－１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計 労災勘定 1,816,806 1,805,995

労働保険特別会計 雇用勘定 1,933,217 2,040,631

一般 都道府県労働局 77,622 75,002

77,622 75,002

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

3,750,023 3,846,626

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

77,622 75,002

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

3,750,023 3,846,626

＜ 1,663,587 ＞ の内数 ＜ 1,907,832 ＞ の内数

政策評価の対象と
なっているもの

個別労働紛争対策費

個別労働紛争対策費

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

労働保険特別会計 雇用勘定
独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構
運営費交付金に必要な経費

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－１、Ⅳ－３
－１、Ⅳ－３－２、Ⅴ－１－１、
Ⅴ－２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ－４
－１、Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－１－2、Ⅵ－１－3、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

小　計

一般会計

特別会計

個別労働紛争対策に必要な経費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

一般会計

小　計

特別会計

個別労働紛争対策に必要な経費

政策評価調書（個別票）

個別労働紛争の解決の促進を図ること

― 政策目標の達成度合い モニタリングにより評価未実施
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額


